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Ⅱ　弱毒型　（Ⅱ）圏内流行期

（Ⅱ）　　圏 内 流 行 期

・圏内で新型インフルエンザが発生し、まん延している状態
・その後発生が減少し、低水準にとどまっている状態
１　感染予防・まん延防止
（１）方針
圏内発生期には全般的に、大規模流行期以降は限定的に行われる健康観察等に協力しつつ、社会経済への影響が大きい学校や福祉施設、集客施設の臨時休業、イベントの開催中止等については、圏内発生期から集団感染のおそれがある場合等に限って実施する。
患者発生がピークを越えた後は、強毒型の場合と同様の段階・手順により、それらの措置を順次停止・解除していく。
（２）感染が疑われる者への対応

ア　圏内発生期

県は、全ての疑似症患者について疫学調査を実施し、インフルエンザ様症状の出ていない濃厚接触者については健康観察を行う。ただし、過去にまん延した弱毒型の新型インフルエンザが再度圏内で発生した場合（既に住民の相当数が免疫を獲得し、かつ有効なワクチンが十分な量確保されることから、住民の生命・健康に重大な影響を与えるおそれが低下したと認められる場合に限る。）その他これに順ずる場合（以下「再発生等の場合」という。）には、集団感染が疑われる場合や重症化のおそれがある場合に限って、疫学調査等が実施される。
いずれにしても、そうした疫学調査等について協力を求められたときは、健康福祉課が窓口となって調整を行い、積極的に対応する。

イ　大規模流行期

県は、集団感染が疑われる場合や重症化のおそれがある場合に限って、疫学調査や健康観察を実施するが、これらについても、健康福祉課が窓口となって調整を行い、必要に応じて協力する。

なお、この段階では、医療機関で同種のインフルエンザと診断された者は、全て新型インフルエンザに罹患したものとみなして対応することになる。
（３）学校等に係る対応
ア　学校の臨時休業
圏内発生期・大規模流行期を通じ、市（町村）立学校においては、次のような対応を行うものとする。
（ア）その学校の児童生徒等（他人に感染させるおそれのある時期に登校していなかった者を除く。）から、１週間程度のうちに複数の新型インフルエンザ患者が発生した場合には、直ちに学校医等と相談の上で、ひとまず３日間、当該児童生徒等の属する学級を自主的に閉鎖すること。ただし、次の点に留意すること。
①閉鎖すべき学級が複数にわたる場合等には、状況により、学年閉鎖や学校全体の閉鎖(臨時休業)も検討・実施すること。
②客観的な状況から見て、学級外での集団活動(クラブ活動、地域活動等)で感染し、その前後に学級内の他の児童生徒等と濃厚接触していないと推測される場合等には、当該集団活動を当面自粛する(よう要請する)に止め、学級閉鎖等は行わないこととしてもよいこと。
③再発生等の場合にあっては、季節性インフルエンザの場合に学級閉鎖等を行う状況になるまで、学級閉鎖等は行わないこととしてもよいこと。
④罹患すると重症化するおそれのある人が何人もいるような学級等については、感染が１人しか確認されていない段階で学級閉鎖等を行ってもよいこと。
⑤学級等の閉鎖を行った３日間に新型インフルエンザ患者が新たに発生しなければ、学校医等と相談の上で閉鎖を解除すること。新たな発生があれば閉鎖を延長すること。
（イ）さらに、特定の地域に所在する学校で集団感染が頻発するような場合には、その地域内に所在する全ての学校が一斉休業するよう、県から求められるので、その場合には、患者が未発生の学校や発生しても単発的・散発的なものに止まっている学校も、求められた期間中は臨時休業すること。
（ウ）学級閉鎖や臨時休業を行う場合には、その間における児童・生徒の家庭学習を支援・促進するため、必要な措置を講ずること。
イ　福祉施設の臨時休業
圏内発生期・大規模発生期を通じ、市（町村）立の通所施設においては、次のような対応を行うものとする。
（ア）当該施設の利用者等（他人に感染させるおそれのある時期に施設にいなかった者を除く。）から、１週間程度のうちに複数の新型インフルエンザ患者が発生した場合には、かかりつけ医等と相談した上で、ひとまず３日間、当該利用者等の利用に係る部分（それが区分・限定されない場合は、当該施設全体）を自主的に閉鎖すること。ただし、次の点に留意すること。
①客観的な状況から見て、施設外での集団活動（地域活動等）で感染し、その前後に当該施設の他の利用者等と濃厚接触していないと推測される場合等には、当該活動を当面自粛するよう要請するに止め、施設は閉鎖しないこととしてもよいこと。
②再発生等の場合にあっては、季節性インフルエンザの場合に施設の閉鎖を行う状況になるまで、施設は閉鎖しないこととしてもよいこと。
③罹患すると重症化するおそれのある人が何人もいるような施設については、感染が１人しか確認されていない段階で閉鎖してもよいこと。
④施設を閉鎖した３日間に新型インフルエンザ患者が新たに発生しなければ、かかりつけ医等と相談の上で閉鎖を解除すること。新たな発生があれば閉鎖を延長すること。
（イ）さらに、特定の地域に所在する同種施設で集団感染が頻発するような場合には、その地域内に所在する全ての同種施設が一斉休業するよう、県から求められるので、その場合には、患者が未発生の施設や発生しても単発的・散発的なものに止まっている施設も、求められた期間中は臨時休業すること。
（ウ）当該施設が臨時休業している間、自宅で保育、介護等を受けることが困難な利用者（保護者が新型インフルエンザの診療やライフラインの維持に不可欠な業務に従事している者、介護できる家族等がいない者　等）については、特例的に当該施設での受入れを継続するか、他の施設に一時的に受け入れてもらうこと。
ウ　集客施設の臨時休業
圏内発生期・大規模流行期を通じ、市（町村）営の集客施設等においては、次のような対応を行うものとする。各課は、所管業務と関係する市（町村）営ではない集客施設に対しても、県と連携して同様の対応を要請する。
（ア）新型インフルエンザの感染の広がり等を勘案し、その拡大を防止するためには当該施設を一時閉鎖するのが効果的であり、必要と認められる場合には、個別に一定期間の休業が県から求められるので、その場合には、求められた期間中は臨時休業すること。
（イ）臨時休業すると社会的・経済的に深刻な影響が生じる場合には、運営方法について感染拡大防止のための工夫（（Ⅴ）の３の（５）のアの（ア）を参照）を最大限に行うこと。そのようにした上であれば、営業等を続けるのもやむを得ない。
エ　その他
集団感染が発生しやすい学校や福祉施設、集客施設における感染予防、まん延防止のための対応は、臨時休業に関するもの以外は、強毒型の場合と概ね同様である。市（町村）立(営)の各施設においては、強毒型の場合に準じた感染防止措置や事業継続対策を実施するものとする。ただし、再発生等の場合には、当該措置や対策を状況に応じて緩和しても差し支えない。
なお、学校等における対外的な交流行事等は、できれば中止等するのが望ましいが、それが困難な場合には、運営方法について感染拡大防止のための工夫（（Ⅴ）の３の（６）のアを参照）を最大限に行うものとする。
各課は、所管業務と関係する市（町村）営ではない施設に対しても、県と連携して同様の対応を要請する。
（３）イベント等の開催自粛
圏内発生期・大規模流行期を通じて各課は、新型インフルエンザの感染の広がり等を勘案し、その拡大を防止するためにはイベントや集会等を開催しないのが効果的であり、必要と認める場合には、本市（町村）が主催するものの開催を中止又は延期する。
そうした場合において、社会的・経済的に深刻な影響が生じるので中止等が困難なときは、運営方法について感染拡大防止のための工夫（（Ⅴ）の３の（６）のアを参照）を最大限に行うこととする。そのようにした上であれば、開催もやむを得ない。
また、各課は、本市（町村）以外が主催するイベント等についても、県と連携して同様の対応を要請する。
２　医療の提供
弱毒型の場合は、発生初期を除いて患者の隔離等は行わないので、圏内発生後速やかに外来診療体制も一般化され、感染が疑われる者は、適切な感染防止措置を実施できる医療機関であれば（発熱外来以外でも）、事前に連絡した上で（総合発熱相談センターを介さなくても）直接受診できることとなる。
また、圏内発生期から軽症者は自宅療養とされ、重症者のみ入院となる。その入院先は、受入可能な病床さえあれば感染症指定医療機関等に限定されない。

健康福祉課は、自宅療養する社会的弱者に対して巡回指導などの必要な支援を行う。また、県や医療機関と連携し、プレパンデミックワクチン又はパンデミックワクチンの接種が可能になった場合には、かねて策定されていた接種実施計画に基づいて接種が実施できるよう、必要な協力を行う。
３　社会・経済機能の維持
（１）事業者の対応

この段階において各事業者は、社会・経済機能を維持し、生活必需品の供給を確保して住民生活に支障を生じさせないようにするため、これまで準備してきた感染防止措置や事業継続対策を、状況に応じて実行に移すものとする。それらは、基本的には強毒型の場合と同じ対応だが、前述のとおり、それよりは多少緩やかなものでよいと思われる（特に再発生等の場合）。
各課は、そうした認識の下に、県と連携して関係する事業者等に対し、適切な対応を要請する。
（２）市（町村）業務の維持

本市（町村）においても、社会・経済機能を維持し、住民生活に支障を生じさせないため、事業継続計画等に基づき、職員の感染防止措置や必要な事業の継続対策を実施する。これらも、基本的には強毒型の場合に準じるが、相当緩やかなものでよいのは、事業者の対応と同様である。

具体的には、新型インフルエンザ対策に係る業務量の増大や罹患等により出勤できない職員の増加等はそう深刻なものにはならないので、組織体制や人員配置の見直しは最小限に止まると思われる。また、職員の感染防止のために、分散勤務や在宅勤務、時差出勤、計画休暇等まで考える必要はなく、会議や研修の開催・参加等の中止、出張など外出業務の抑制等の措置は、実施するとしても一律にではなく、よほど大規模なものやまん延が著しい地域に係るもの等に限定すべきである。
一方、職員に対する日常的な感染防止策の周知徹底、不要不急の旅行や外出の自粛要請、きめ細かな健康管理、庁舎出入口の消毒剤設置などは、弱毒型の場合でも、この段階になれば実施すべきであろう。状況によっては、公共交通機関による通勤を控えさせたり、庁内食堂を閉鎖したりといった対応も検討する必要がある。

なお、弱毒型の場合、廃棄物や埋火葬に関することは、あまり問題にならないと思われる。

（３）住民生活の維持

生活必需品の確保や住民の生活支援等については、状況を確認しながら対応の必要性を判断し、必要に応じて強毒型の場合と同様の対応を行うものとする。
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